
1 はじめに 

我が国では，少子高齢化に由来する社会保障費の急

増が問題となっている．2020年度予算案では社会保障

関係費が 32兆 6323億円に上り，政府予算の 30.4％を

占めている．また，内訳として年金が 12兆 4615億円

（前年度当初予算比 4.0％増），医療が 12兆 2674億

円（同 2.3％増），介護が 3兆 4038億円（同 5.4％増），

福祉等が 4兆 4517億円（同 3.0％増），雇用が 480億

円（同 2.0％増）1) であり，特に医療・介護分野での

急増が今後も見込まれている． 

医療・介護分野での社会保障費の削減には，高齢者

の健康状態の維持・向上が最も効果的であると考える．

WHOの国際生活機能分類によると，健康状態の改善に

は，「心身機能・構造」の改善だけでなく，社会参加

等による「活動」と「参加」の生活機能の改善が必要

である．2) また，社会参加活動によって高齢者の健康

状態が改善され，社会保障費を削減することができた

ことは先行研究で報告されている．3) 

さらに，社会参加活動は高齢者の健康状態の改善に

よる財政面の改善だけでなく，高齢者の孤立・孤独防

止等の社会福祉の面においてもメリットが大きいと言

える．社会参加活動に参加していない高齢者ほど知的

能動性障害や社会的役割障害といった高次生活機能障

害および社会的孤立の危険性が高いこと，社会参加活

動数の低さが社会的孤立に有意に関連していることが

報告されている．4) 

今後我が国において，多くの高齢者に社会参加を促

進させることが重要となってくると考えるが，高齢者

の社会参加が発生する要因は明らかになっていない．

そこで本研究では，高齢者を対象に社会参加の実態調

査を行い，高齢者の社会参加発生の要因を明らかにし

ていく． 

2 先行研究 

多様な他者との対面での付き合いが，地縁的な活動

への参加に与える影響について定量的な分析から検討

を行った研究が報告されている．永富他（2011）5) は，

全国を対象としたアンケート調査のデータを用いてロ

ジット・モデルによる推定を行い，地縁的な活動への

参加には，「近所づきあい，親戚・親類づきあい，ス

ポーツ・趣味・娯楽活動を通じたつきあい」の活発さ

が影響を与えている可能性があることを示した． 

永富他の研究で用いられた変数は，個人属性に関し

て「性別，年齢，居住年数，居住家族人数，地縁的な

活動団体への加入有無」のみであることや，対人関係

に関しては「近所とのつきあいの程度・広さ」といっ

た抽象的な表現を用いた変数であった． 

社会参加には「所得，貯蓄，就業状態，家族構成，

健康状態」等のより詳細な個人属性や，「自由な時間，

外出頻度，住居の周辺環境，運動状況，友人関係」等

の生活スタイルといった要因も社会参加の発生に影響

するだろう．すなわち，社会参加の促進には，このよ

うな様々な要因から，社会参加発生の詳細な要因を明

確に示す必要があると考える． 

3 研究目的 

本研究では，現在，社会参加している高齢者の実態

を調査することで社会参加発生の要因を明確にし，社

会参加発生確率モデルを構築することを目的とする． 

各地域における高齢者の社会参加の状況を予測する

ことができれば，各地域の傾向に合わせた社会参加促

進の施策を検討することができ，より効果的な施策を

実行することができるだろう．そうすることで，今よ

りも高齢者の社会参加が増加し，多くの高齢者の健康

状態が改善されることで，社会保障費の削減に繋げる

ことができるだろう． 

また，本研究では社会参加の活動内容（趣味・文化

系，スポーツ系，教育・学習系等）等には着目せず，

活動を行っているか否かに重点を置くため，モデルの

構築には高齢者の個人属性を中心に着目して分析を行

っていく． 

4 研究方法 

まず，対象地域の高齢者に社会参加に関するアンケ

ート調査を実施した． 
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次に，社会参加をしているか否かに対して，Python

を用いてロジスティック回帰分析を行い，社会参加発

生に影響する要因を探索し，社会参加発生確率モデル

の構築を行った． 

次に，この社会参加発生確率モデルと 2030 年の模擬

個票を用いて，対象地域における社会参加発生のあり

様をシミュレーションした． 

模擬個票とは，村田・原田（2019）6) が作成してい

る個票データのことで，個別世帯や個人の実際の情報

ではないが，人口動態のオープンデータと誤差の範囲

内で同様の統計的特徴を持つ推計データであり，2015

年のデータを最寄りとしているデータである．（Fig. 1） 

2030 年の模擬個票とは，2015 年の模擬個票と 2030

年までの死亡率を組み合わせてシミュレーションを実

行し，簡易的に作成した模擬個票データのことである．

厚生労働省が作成している簡易生命表 7) の 2007 年か

ら 2019 年までの死亡率を使用し，線形回帰によって

2030 年までの死亡率の予測を行い，2015 年の模擬個票

上の人物の年齢を 1 つ増やして「年齢」・「性別」に

対応する死亡率を重みとしてランダムに「死亡」と「生

存」の判定を行う作業を 2030 年版になるまで繰り返し

実行し，2030 年の模擬個票データを作成した．本研究

では死亡率のみを考慮したので，離婚や結婚による家

族構成の変化や住民の移住動向，所得・就業状態の変

化は考慮していない． 

そして，シミュレーション結果を視覚的に把握する

ために，QGIS を使用して地図上にシミュレーション

結果を落とし込み，社会参加予測マップの作成を行っ

た． 

5 アンケート調査 

東京都（世田谷区，杉並区，練馬区）に住む 60 歳か

ら 70 歳までの高齢者 500 人（男性 250 名，女性 250

名，平均年齢：65.18 歳）を対象に Web アンケートを

利用して実施した．「年齢，性別，所得，就業状態」

等の個人属性に加え，「友人の数，外出頻度，住居の

周辺環境」等の要因も調査項目として含めた． 

6 分析方法 

まず，意味的にまとめることができそうな因子群は

1 つにまとめ，意味的に分解できそうな因子は 2 つの

因子に分け直し，意味や因果的に不適切な変数を削除

した．その後，「その他（自由記述含む）」と「分か

らない」の回答を欠損値扱いとして，回答した中に一

つでも欠損値が存在するデータは削除した（Q5「就業

状態」のみ「その他（自由記述）」を手動で振り分け

なおした）．また，相関係数を算出し，多重共線性が

起きないよう削除した．（Table 1，Table 13・14・15） 

ロジスティック回帰分析を実行し，出力された係数

の正負で不自然な因子が存在しないか，P 値（有意確

率）が大きすぎないかなどのチェックを行い，不適切

な変数を削除した．この作業を繰り返し行うことで変

数の絞り込みを行っていった． 

また，Stepwise 法を用いての変数の絞り込みも行っ

た．最終的に，係数の正負や P 値などが適切であるこ

とを確認し，社会参加発生確率モデルの説明変数を決

定した． 

さらに，男性・女性によって生活スタイルや人間関

係が違うことや，就業の有無によって自由な時間が違

うことから，選択される変数に違いが生じるのではな

いかと考え，「性別（SEX）」・「就業状態（Q5）」

別にデータを分けてのロジスティック回帰分析も実行

した． 

Table 1: 変数一覧表 

7 分析結果 

Table 2 は，Stepwise 法を経て最終的に選択された変

数を用いてロジスティック回帰分析を行った結果であ

る． SEX「性別」，Q1_1「住居の所有状況」，Q13_1

「親族全体の人数」，Q17_2「近所に住んでいる友人・

知人の人数」が有意な結果を得ることができた

 

Fig. 1: 模擬個票（出典：村田・原田，2019） 
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（Intercept は切片である）．また，AGE「年齢」の有

意性は 0.148 と少し高いが AIC（赤池情報量基準）の

判定からモデルの変数として採用した．正解率は 0.691

であった． 

Table 2: 全体 推定結果 

Table 3，4 は，男性と女性にデータを分けてロジス

ティック回帰分析を行った結果である．男性において

は，Q1_1「住居の所有状況」と Q13_1「親族全体の人

数」が選択され，どちらも有意な結果を得ることがで

きた．女性においては，Q1_1 に加え，Q15「知人の人

数」，Q17_2「近所に住んでいる友人・知人の人数」

が選択され，いずれも有意な結果を得ることができた．

男性の正解率は0.722，女性の正解率は0.634であった．

また，Table 2 のモデルと比べてみると，Q1_1 は男女

ともに有意な変数として選択されており，男性は

Q13_1，女性は Q17_2 が有意な変数として選択されて

いる．このことから，「性別」と Q13_1・Q17_2 の間

に関係性が存在している可能性が考えられる． 

Table 3: 男性 推定結果 

Table 4: 女性 推定結果 

ここで，「性別」と Q13_1・Q17_2 の交互作用の検

討を行った．Table 5 が結果である．SEX と Q13_1 の

交互作用項（SEX:Q13_1）は有意性を得ることができ

たが，SEX と Q17_2 の交互作用項（SEX:Q17_2）は有

意性を得ることができず，Q17_2 が有意性を得た．さ

らに正解率は 0.690 と，Table 2 のモデルと比べて若干 

Table 5: 交互作用 推定結果 

低い結果となった． 

Table 6，7 は，就業有りと就業無しにデータを分け

てロジスティック回帰分析を行った結果である．就業

有りにおいては，SEX「性別」，Q1_1「住居の所有状

況」，Q13_1「親族全体の人数」，Q14「友人の人数」

が選択され，Q14 以外で有意な結果を得ることができ

た．就業無しにおいては，Q1_1，Q8「コロナ禍前の外

出習慣」，Q13_1，Q17_2「近所に住んでいる友人・知

人の人数」が選択され，Q8 以外で有意な結果を得るこ

とができた．就業有りの正解率は 0.673，就業無しの正

解率は 0.697 であった．また，就業の有無のどちらに

おいてもQ1_1が選択されていることから，Q1_1は「性

別」・「就業状態」に関わらず有意性を得ていること

がわかる．また，就業無しで Q17_2 が選択されたこと

から，「就業状態」と Q17_2 の間に関係性が存在して

いることが可能性として考えられる． 

Table 6: 就業有り 推定結果 

Table 7: 就業無し 推定結果 

Table 8，9，10，11 は，性別別かつ就業状態別にデ

ータを分けた結果である．男性・就業有りは Q1_1「住

居の所有状況」，Q13_1「親族全体の人数」が選択さ

れ，Q13_1 が有意な結果を得た．男性・就業無しは Q1_1，

Q13_1，Q17_2「近所に住んでいる友人・知人の人数」

が選択され，Q13_1 と Q17_2 が有意な結果を得た．女

性・就業有りは Q1_1 のみが選択され，有意な結果を

得た．女性・就業無しは Q8「コロナ禍前の外出習慣」，

Q9「コロナ禍前の歩行状況」，Q17_2 が選択され，Q8

と Q17_2 が有意な結果を得ることができた．それぞれ

の正解率は，0.728，0.765，0.603，0.648 であった．男

性・就業無し，女性・就業無しのどちらにおいても

Q17_2 が選択されたことから，Q17_2 は「性別」では

なく「就業状態」との間に関係性が存在している可能

性が考えられる． 

Table 8: 男性・就業有り 推定結果 

- 89 -



Table 9: 男性・就業無し 推定結果 

Table 10: 女性・就業有り 推定結果 

Table 11: 女性・就業無し 推定結果 

8 シミュレーション 

変数選択を行ったモデルにおいて選択された全ての

変数の中で，本研究で使用する模擬個票データの変数

と対応する変数は，AGE「年齢」と SEX「性別」のみ

であった．この 2 変数を持つモデルは，Table 2 と Table 

5 であるが，正解率が高い Table 2 のモデルをシミュレ

ーションでは採用する．AGE の P 値は 0.148 と 10％有

意を満たしていないが，モデルの変数が 1 つになって

しまうこと，P 値が極端に大きすぎていないことから

モデルの変数として使用する． 

他の変数が全て平均値を取っているとした場合，

AGE「年齢」と SEX「性別」が社会参加発生に関して，

どのような予測確率を持つかを算出したのが Table 12

である．この予測確率に基づいて，2030 年模擬個票上

の高齢者の「年齢」・「性別」に対応する予測確率を

重みとして，社会参加しているか否かのシミュレーシ

ョンを実行した．また，シミュレーション結果は 10

個の模擬個票データの平均値で算出している． 

Table 12: 社会参加予測確率 

Fig. 2 は，2015 年の模擬個票の社会参加率と 2030 年

の模擬個票の社会参加率を比較した結果である．参加

率の増減が0.05より小さい値となっている地域が大半

であるが，参加率が増加する地域よりも，減少する地

域の方が多いことが予想される結果となった．増減が

0.05 を超える地域は，砧公園（0.20），光が丘 1 丁目

（0.051），光が丘 6 丁目（0.085），大蔵 3 丁目（-0.052），

北町 4 丁目（-0.062），西大泉町（-0.233）の 6 地域で

あった．2015 年の模擬個票の高齢者人口（60 歳~70 歳）

は，砧公園が 0.5 人，光が丘 1 丁目が 11.7 人，光が丘

6 丁目が 14.4 人，北町 4 丁目が 43.2 人，西大泉町が 2.4

人と少ないことが共通点として挙げられ，他の地域に

比べて割合の変化が起きやすくなってしまったことが

考えられる．しかし，大蔵 3 丁目の高齢者人口は 248.0

人とそれほど少ないわけではないため，その他の要因

が考えられ，より深く分析する必要があるだろう． 

Fig. 2: 社会参加率の増減 

Fig. 3 は，高齢者人口を比較した結果であり，ほと

んどの地域で増加することが予想され，減少している

地域は 618 地域中 8 地域のみであった．その中でも，

喜多見 2 丁目が-118.5 人，船橋 6 丁目が-39.9 人，祖師

谷 2 丁目が-47.4 人と大きく減少しているが，減少の要

因については詳細に分析する必要があるだろう．また，

- 90 -



桜丘 5 丁目が+318.6 人，千歳台 6 丁目が+523.2 人と大

きく増加していることが見られた． 

Fig. 3: 高齢者数の増減 

Fig. 4 は，社会参加者数を比較した結果であり，社

会参加率で見ると減少傾向である地域が多かったが，

高齢者人口と同様にほとんどの地域で増加傾向にある

ことが予想される結果となった．また，減少している

地域については高齢者人口で減少している地域とほぼ

同じ地域が減少している結果となった． 

9 社会参加予測マップ 

Fig. 5 が，地域ごとの参加率の増減を表した予測マ

ップである．青色で塗りつぶされている地域が減少し

ている地域であり，赤色で塗りつぶされて地域が増加

している地域であり，濃い色になるほど増減率が大き

くなっている．シミュレーション結果からもわかって

いる通り，減少傾向の地域の方が多いことは明確であ

る．また，模擬個票上の位置情報は実際の情報と異な

るため確かではないが，増加傾向の地域は一部を除き

密集しているというよりも，全体的に散らばって存在

しているように読み取れる． 

 

Fig. 4: 社会参加者数の増減 

Fig. 5: 高齢者社会参加率の増減の予測マップ 

10 まとめ・考察 

アンケート調査の分析結果からは，社会参加発生に 

持ち家か賃貸かの Q1_1「住宅の所有状況」が影響を与

えている可能性が示された．持ち家の場合，賃貸に比

べて町内会等の自治体加入率が高い傾向にある．8) 自

治体加入者の方が，未加入者よりも地域内の人間関係
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の形成が起きやすくなることや，地域活動等の情報を

知ることができること等が要因として考えられる．社

会参加率を上げるためには，賃貸の住民にも自治体加

入してもらえるようにするか，地域内の情報を賃貸関

係なく共有できるように工夫していく取り組みも自治

体として必要になってくるのではないか．また，Q13_1

「親族全体の人数」が男性の場合において有意に影響

を及ぼす可能性があることも示された．男性の性質と

して「目的を解決するための解決脳」と言われている

ため，自身の子どもや孫から健康等で心配されること

をきっかけに社会参加が発生する可能性が要因として

考えられ，親族の人数が多いほどその機会は多くなる

ことが予想できる．女性の場合，「共感脳」の性質が

あるため，男性とは違い Q15「知人の人数」や Q17_2

「近所に住んでいる友人・知人の人数」のような友人

関係をきっかけに社会参加が発生することが考えられ

る．9) さらに，Q17_2 が就業無しの場合において有意

に影響を及ぼす可能性が示された．就業有りの人に比

べて，日常の行動範囲が狭くなることで職場等を通じ

た友人関係が減少することが考えられるため，近所の

友人関係が豊富な人ほど社会参加のきっかけが多い可

能性が考えられる． 

シミュレーション結果からは，社会参加率は減少傾

向になる地域が多かったものの，ほとんどの地域で社

会参加者数が増加傾向になる可能性が示された．今回，

AGE「年齢」と SEX「性別」の 2 変数のみでシミュレ

ーションを行ったため，社会参加率は人口ピラミッド
10) に沿った傾向になってしまったが，高齢者数の増加

に伴う社会参加者数の増加は妥当であると考えられる．

現状のまま社会参加が行われる施設等の提供を行って

しまうと，活動場所が飽和状態になってしまい，誰も

が容易に活動することができなくなるという状態も可

能性として考えられるだろう．また，社会参加予測マ

ップから参加率が増加傾向である地域は全体的に散ら

ばっており，人口が多い中心部だけに限らず，社会参

加が容易にできるような環境作りを行っていくべきで

あると言えるだろう． 
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Table 13: 性別と居住地域

世田谷区 杉並区 練馬区

56 38 31 125

11.2 7.6 6.2 25.0

46 34 45 125

9.2 6.8 9.0 25.0

64 24 37 125

12.8 4.8 7.4 25.0

58 30 37 125

11.6 6.0 7.4 25.0

224 126 150 500

44.8 25.2 30.0 100.0

※上段は度数，下段は比率(%)を示している

合計

居住地域
合計

男性

女性

性別

60~65歳

66~70歳

60~65歳

66~70歳

 

Table 14: 社会参加の活動経験と性別 

男性 女性

73 101 174

14.6 20.2 34.8

171 144 315

34.2 28.8 63.0

6 5 11

1.2 1.0 2.2

250 250 500

50.0 50.0 100.0

※上段は度数，下段は比率を示している

性別
合計

合計

社会参加

の活動経

験

やっていた

やっていない

その他・わからない
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変数名 度数 比率(%) 平均値 最小値 最大値

Q1_1「住居の所有状況」

　　持ち家 393 78.6

　　賃貸 104 20.8

　　その他・分からない 3 0.6

Q1_2「住居の形態」

　　一戸建て

　　集合住宅

　　その他・分からない

Q2「住み始めた時期」

　　0歳～12歳（小学校時代、もしくはそれ以前） 139 27.8

　　13歳～18歳（中学校・高校時代） 12 2.4

　　19歳～22歳（大学時代） 21 4.2

　　23歳～29歳 70 14.0

　　30歳～39歳 90 18.0

　　40歳～49歳 81 16.2

　　50歳～59歳 51 10.2

　　60歳～ 34 6.8

　　その他・分からない 2 0.4

Q3「最終学歴」

　　小学校 0 0.0

　　中学校 2 0.4

　　高等学校 72 14.4

　　短期大学・専門学校 102 20.4

　　大学 287 57.4

　　大学院 34 6.8

　　その他・分からない 3 0.6

Q5「就業状態」

　　就業有り 291 58.2

　　就業無し 203 40.6

　　分からない 6 1.2

Q8「コロナ禍前の外出習慣」

　　あまり外出しない 41 8.2

　　週1日 28 5.6

　　週2日 32 6.4

　　週3日 67 13.4

　　週4日 48 9.6

　　週5日 86 17.2

　　週6日 66 13.2

　　毎日 129 25.8

　　その他・分からない 3 0.6

Q9「コロナ禍前の歩行状況」

　　15分未満 50 10.0

　　15分～30分未満 91 18.2

　　30分～1時間未満 197 39.4

　　1時間～2時間未満 112 22.4

　　2時間以上 31 6.2

　　その他・分からない 19 3.8

Q12_1「最寄り駅までの時間（徒歩）」

　　5分未満 89 17.8

　　5分~10分未満 188 37.6

　　10分~15分未満 122 24.4

　　15分~20分未満 55 11.0

　　20分~30分未満 35 7.0

　　30分以上 8 1.6

　　その他・分からない 3 0.6

Q12_2_4「最寄りの公共施設までの時間（徒歩）」

　　5分未満 204 40.8

　　5分~10分未満 207 41.4

　　10分~15分未満 56 11.2

　　15分~20分未満 12 2.4

　　20分~30分未満 3 0.6

　　30分以上 1 0.2

　　その他・分からない 17 3.4

Q13_1「親族全体の人数」 500 6.5 0 82

Q13_2「同居している親族の人数」 500 1.3 0 11

Q14「友人の人数」 500 4.5 0 100

Q15「知人の人数」

　　いない 47 9.4

　　1人～9人 268 53.6

　　10人～19人 118 23.6

　　20人～49人 38 7.6

　　50人以上 18 3.6

　　その他・分からない 11 2.2

Q17_1「近所に住んでいる親族の人数」 500 1.0 0 51

Q17_2「近所に住んでいる友人・知人の人数」 500 1.7 0 20

Q18「社会参加の活動経験」

　　やっていた 174 34.8

　　やっていない 315 63.0

　　その他・分からない 11 2.2

AGE「年齢」 500 65.2 60 70

SEX「性別」

　　男性 250 50.0

　　女性 250 50.0

Table 15: 記述統計 
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